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◇
学
生
の
専
門
性
を
発
揮
で
き
る
環
境
と
そ
の
た
め
の
要
件
が
整

備
さ
れ
る
も
の

等

※
プ

ロ
グ
ラ
ム
の
開
発

・
実
践
結
果
に
つ
い
て
、
効
果
を
検
証
す
る

た
め

の
自
己
点
検

・
評
価
を
求
め
る
予
定
。

V

留
学
生
交
流
の
推
進

（前
年
度
予
算
額
四
七
、
五
九
二
、
八
八
七
千
円
）

平
成

一
七
年
度
予
算
額

（案
）
四
七
、

一
四

一
、
三
七
六
千
円

＝
一部
再
掲

［要
旨
］

我
が
国
の
大
学
の
国
際
化
の
推
進
と
国
際
競
争
力
の
強
化
、
国
際

貢
献

の
重
要
な
柱
で
あ
る
留
学
生
交
流
の
推
進
の
た
め
、
日
本
人
学

生
の
海
外
留
学
支
援
及
び
留
学
生
受
入
れ
支
援

の
充
実
を
図
る
。

［事
業
内
容
］

（
一
）
日
本
人
学
生
の
海
外
留
学
支
援
の
充
実
と
相
互
交
流
の
推
進

（前
年
度
予
算
額
三
、
〇
三
一二
、
六
八
五
千
円
）

平
成

一
七
年
度
予
算
額

（案
）

三
、

一
六

一
、
三
二
四
千
円

◆
長
期
海
外
留
学
支
援

・
派
遣

一
〇
〇
人
↓
一
三
三

人

（三
三
人
増
）

◆
短
期
留
学
支
援

・
派
遣

六
一二
五
人
↓
六
六
五
人

（三
〇
人
増
）

・
受
入

一
、
九
五
〇
人

（前
年
度
同
）

◆
先
導
的
留
学
生
交
流
プ
ロ
グ
ラ
ム
支
援

・
派

遣

三

〇
人

（
一
コ

ン

ソ
ー

シ

ア

ム
）
×
二

プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

（前

年
度
同
）

（二
）
私
費
外
国
人
留
学
生
等
へ
の
援
助

（前
年
度
予
算
額

二

、
二
二
六
、
四
六
五
千
円
Y

平
成

一
七
年
度
予
算
額

（案
）
一
一

、
二
八
二
、
四
二

一
千
円

◆
私
費
外
国
人
留
学
生
等
学
習
奨
励
費

・
大

学

・
専

門

学

校
等

一

一
、

一
〇

〇
人

↓

↓
一
、

三

〇

〇
人

（二
〇
〇
人
増
）

・
日
本
語
教
育
機
関

三
〇
〇
人
↓
六
〇
〇
人

（三
〇
〇
人
増
）

◆
授
業
料
減
免
学
校
法
人
援
助

（三
）
国
費
外
国
人
留
学
生
受
入
れ
の
充
実

（前
年
度
予
算
額
二
一二
、
二
七
七
、
九
三
三
千
円
）

平
成

一
七
年
度
予
算
額

（案
）

二
二
、
八
八
五
、
五
〇
六
千
円

・
新
規

五
、
二
四
三
人
↓
五
、
二
六
三
人

（二
〇
人
増
）

（四
）
留
学
生
に
対
す
る
教
育

・
研
究
指
導
の
充
実
等

（前
年
度
予
算
額

一
〇
、
〇
五
四
、
八
〇
四
千
円
）

平
成

一
七
年
度
予
算
額

（案
）

九
、
八

一
二
、

一
二
五
千
円

・
地
域
に
お
け
る
留
学
生
交
流
の
推
進

・
大
学
等
に
お
け
る
留
学
生

へ
の
教
育

・
研
究
指
導
の
充
実

等

O
奨
学
金
貸
与
制
度

（有
利
子
）
に
よ
る
海
外
留
学
の
支
援

（前
年
度
予
算
額

一
、
二
〇
〇
、
○
○
○
千
円
）

平
成

一
七
年
度
予
算
額

（案
）

一
、
六
九
二
、
九
六
〇
千
円

・
貸
与
人
員

一
、
○
○
○
人
↓

一
、
四
〇
〇
人

●参考資料●

文部科学省 よりお知らせ

文部科学省では、各大学等に対 し、平成17年度大学、短期大学及び高等専門学校

卒業予定者の就職 ・採用活動について、以下の通知を発出した。

16文科高 第529号

平成16年10月19日

各 国 公 私 立 大 学 長

放 送 大 学 長

各国公私立短期大学長

各国公私立高等専門学校長

殿

文部科学省高等教育局長

石 川 明

平成17年度大学、短期大学及び高等専門学校卒業予定者の

就職 ・採用活動について（通知）

標記のことについて、大学側及 び企 業側 においてそれぞれ 「平成17年 度大学、短期大学及 び高

等専門学校卒業予定者 に係 る就職 について （申合せ ）」 （別紙1。 以下 「申合せ」 とい う。）及び

「2005年度 ・新規学卒者の採用選考に関す る企業 の倫理憲章 （別紙2。 以下 「倫理憲章」 という。）

が定め られ、これ らについて、双方がそれぞれ尊重 に努 めることを内容 とす る確 認 （別紙3） が

両代表 によりなされま した。

また、大学側か ら企業側 に対 し、採用活動 に当たって、特 に理解を求 める事柄について 「平成

17年度大学、短期大学及び高等専 門学校卒業予定者に係 る就職に関する要請」 （別紙4。 以下 「要

請」 とい う。）を行 うこととされました。

ついては、 これ らの趣 旨を踏 まえ、大学等卒業予定者の就職 ・採用活動の秩序の確立、正常な

学校教育 と学生の学習環境の確保、就職機会の均等 を期す るとともに、学生の就職活動が早期化

するこ とな く、学生が自己の能力、適性 に応 じて適切 に職業 を選択 できるよう、下記 の事項 に御

留意 の上、学生 に対す る就職指導の一層の充実、強化 をお願い します。

記

1大 学側の 「申合せ」及 び企業側 の 「倫理憲章」等の趣 旨について、教職員及び学生 に対 して、

研修やガイダンスの場 など様々な機会や方法を通 じて、周知徹底する とともに、その趣 旨を踏

まえ、企業へ必要 な働 きかけを行 う等十全の措置 をとること。

2大 学側の 「申合せ」及 び 「要請」 において、本 人の資質、能力に関係のない形式的理由 によ

る差別 を受 けることのないよう、学生の応募書類 については、大学等指定書類 とするよう企業

側 に要請する こととしてい るが、大学等指定書類の うち、履 歴書及 び自己紹介書については、

正課外 の多様な活動状況 などを記載する欄 を設けるな ど、必要に応 じ工夫 を行うこと。

3職 業安定法第33条 の2の 規定 に基づ き、大学等にお ける就職業務担当者の明確化 を図るなど、

職業紹介体制を整備すること。また、教員を含め全学的な就職指導体制の整備 に努めること。

4採 用内定 については、企業等の意思表示が文書 によらない等不 明確 な場合には、採用内定 を

め ぐる トラブルが生 じる恐れがあるので、適切 な指導等 を行 うよう努めること。
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別紙1

平成16年10月19日

就職 問題 懇 談会

平成17年度大学、短期大学及び高等専門学校卒業予定者に係る

就職について （申合せ）

国公私立 の大学、短期大学及び高等専門学校 （以下 「大学等」 という。）で構成する就職問題懇

談会 は、平成17年 度卒業予定者の就職活動の秩序 を維持 し、正常 な学校 教育 と学生の学習環境 を

確保す るとともに、学生の就職機会の均等 を期するため、高等学校卒業予定者 の就職活動に も配

慮 し、下記の とお り申し合わせ る。

なお、 この申合せ を行 うに当た り、大学等 は、学生に高 い学力 と豊かな人間性 を身に付 けさせ

た上で卒業生 として社会に送 り出す という、本来果たすべ き社会的使命 と責任 を十分認識すると

ともに、その責務 を果たすため、各大学等 において全教職員が協力 し、全力を挙 げて これを実行

す ることを確認する。

記

1採 用情報の開示について

イ ンターネッ トによる採用情報の公 開や通年採用 の拡大等 に鑑み、求人依頼文書の発送、求

人票の受理及び公示の時期 は、各大学等 の自主的判断 によって行 う。

2就 職 ・採用活動の早期化への対応 について

学校教育上重要な時期である卒業学年当初及びそれ以前は、学内及 び学外 で企業が実施す る

採用選考のための 「企業説明会」 に対 して会場提供や協力 を行わない。

また、 この趣 旨を踏 まえ、 この時期の学生 に対す る就職指導 を適切 に行 う。

3学 校推薦の取扱いについて

学校推薦は、原則 として7月1日 以降とす る。

4正 式内定開始 について

正式 内定 日は、10月1日 以降である旨学生に徹底す るとともに、正式内定に至 るまでの間に

おいて、複数の内々定の状態が継続 しないよう、学生 を指導する。

5学 生の応募書類について

学生の応募書類は、「大学等指定書類 （『履歴書 ・写真 ・自己紹介書』、 『成績証明書 《卒業見込

証明書 を含む》』）」 とし、企業 に対 して、就職差別につなが る恐れのある 「会社指定書類」《エ

ン トリーシー ト等を含む》、「戸籍謄 （抄）本」、「住民票」等の提 出を求めないよう要請する。

6男 女雇用機会均等について

採用活動は、男女雇用機会均等法及 びその指針 の趣 旨に則 って行われるべ きであ り、その旨

を企業側に徹底するよう要請する。

7職 業観や勤労観の酒養について

学生個々人の個性や適性 に応 じた職業 を学生 自ら選択で きる能力の育成や学習意欲を高める

ため、学生の職業観や勤労観 を酒養す ることは重要 であ り、大学等 においては正課教育 として

のキャリア教育やインターンシ ップの推進 に努める。

8「 申合せ」の周知 について

各大学等は、学内の教職員は もとより、学生へ の周知徹底 を図るとともに、企業等 に求人依

頼文書 を発送する際、 この 「申合せ」 を添討 し、その趣旨の理解を図る。

別紙2

㎜ 年10月19日

2005年度 ・新規学卒者の採用選考に関する企業の倫理憲章

（社）日本経済団体連合会

会長 奥 田 碩

企業 は、 自己責任原則 に基づいて自主的に行 う、2005年 度大学等新規学卒者の採用選考 にあた

り、下記の点 を十分配慮 して行動する。

記

1． 正常 な学校教育と学習環境の確保

採用選考活動にあた っては、正常な学校教育 と学習環境の確保 に協力 し、大学等の学事 日程

を尊重する。

2． 採用選考活動早期開始の自粛

在学全期間 を通 して知性 、能力 と人格 を磨 き、社会 に貢献で きる人材 を育成、輩出する高等

教育 の趣 旨を踏まえ、学生が本分である学業 に専念す る十分な時間を確保するため、採用選考

活動 の早期開始は自粛する。ま して卒業学年 に達 しない学生に対 して、面接 など実質的な選考

活動 を行 うことは厳 に慎む。

3． 公平 ・公正 な採用の徹底

公平 ・公正で透明 な採用 の徹底 に努 め、学生の自由な就職活動 を妨げる行為 （正式内定 日前

の誓約書要求 など）、男女雇用機会均等法の精神 に反する採用選考活動は一切行わない。 また大

学所在地による不利が生 じぬよう留意する。

4． 情報の公開

学生の就職機会の均等を期 し、落ち着 いて就職準備 に臨めるよう、企業情報 ならびに採用情

報 （説明会 日程 、採用予定数、選考スケジュール等） については、可能な限 り速やかに、適切

な方法によ り詳細に公開する。

5． 採用内定日

正式な内定 日は、10月1日 以降とする。

6． その他

大学院修士課程修了者の採用選考にお いて も学 習環境の確保 に十分留 意する。 また高校卒業

者については教育上の配慮 を最優先 とし、安定的な採用の確保に努 める。

以上

別紙3

平成17年 度大学、短期大学及び高等専 門学校卒業予定者 の就職 ・採用活動 については、企業側

の 「倫理憲章」 と大学側の 「申合せ」 を双方が遵守 し、行動することを期待する。

平成16年10月19日

（社）日本経済団体連合会会長

奥 田 碩

大学等関係団体就職問題協議会代表

安 西 祐一郎
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別紙4

平成16年10月19日

企業等採用責任者 各位

就職問題懇談会座長

平 野 眞 一

（名古屋大学長）

平成17年度大学、短期大学及び高等専門学校卒業予定者に係る

就職に関する要請

国公私立の大学、短期大学及び高等専門学校 （以下 「大学等」 とい う。）で構成する就職問題懇

談会 においては、大学等卒業予定者の就職活動の秩序を維持 し、正常な学校教育 と学生の学習環

境 を確保す るとともに、学生の就職機会の均等 を期 するため、別添 の とお り 「申合せ」 を行い、

全国の大学等に趣 旨の徹底 を図ってお ります。

大学等は、この 「申合せ」 を行 うに当た り、学生に高い学力 と豊かな人間性 を身 に付けさせ た

上で卒業生 として社会に送 り出す という、本来大学等が果 たすべ き社会的使命 と責任 を十分認識

す るとともに、その責務を果たすため、全教職員が協 力 し、全力 を挙げてこれを実行することを

確認 したところであ ります。

つ きましては、貴職におかれては、平成17年 度大学等卒業予定者の就職採用活動の秩序 を維持

す るため、上記 「申合せ」 の内容について十分御理解いただ くとともに、採用活動 に当たっては、

（社） 日本経済団体連合会で定める 「倫理憲章」 の趣 旨に則 り、特 に下記事項 について御配慮 をい

ただ きます ようお願いいた します。

記

1採 用活動の早期化 とそれを要因とする長期化 は、大学等の教 育機能の低下 をまね くものであ

り、十分な教育 を受け得 なかった学生 を採用す ることは、企業 にとって も不利益 をもたらす こ

とになる。 したがって、卒業学年 に達 しない学生 に対する実質的な採用選考活動 を厳に慎 み、

採用選考活動 を早期に開始 しないとともに、可能 な限 り休 日や祝 日等 、例 えば長期休暇期間に

行 う等、大学等 の教育活動を尊重 した採用活動 を行 うこと。

2学 生の応募書類 は、「大学等指定書類 （『履歴書 ・写真 ・自己紹介書』、『成績証明書 《卒業見込

証明書 を含 む》』）」 とし、就職差別につなが る恐れのある 「会社指定書類」 《エン トリー シー

ト等を含む》、「戸籍謄 （抄）本」、「住民票」等の提 出を求めない こと。

3男 女雇用機会均等法及びその指針の趣 旨に則 った採用活動を行 うこと。

4採 用情報の提供 に当たっては、求める人材の能力や資質 を具体的 に示 し、公平 ・公正な公 開

を徹底す るとともに、学校名や地域によ り就職情報 （情報誌、ダイレク トメール等 を含む）の

提供 や採用選考 に差異 を設けない等、就職 の機会均等 について一層の改善を図ること。

510月1日 以前 に内定承諾書、誓約書、連帯保証書の提 出を求める等、学生 の自由な就職活動

を妨 げる拘束 を行わないこと。

6学 生の職業観の育成や学習意欲 の喚起 を促す観点から、重要 な意義を有す るインター ンシッ

プについて、積極的に取 り入れていただ きたいこと。

ただ し、インター ンシ ップは、教育 の一環 として位置付 けられた就業体験であ り、採用選考

と直結 した受入れは本来の趣 旨にそ ぐわない ものであることに留意 していただ きたい こと。

地域ニュース

〈東
京
支
部
〉

創
立
四
〇
周
年
を
迎
え
る

「関
東
地
区
学
生
生
活
連
絡
協
議
会
」

と
学
生
相
談
最
前
線

東
京
支
部
は
都
内
三
か
所
の
国
際
交
流
会
館
を
有
し
、
こ
こ
を
基

点
に
留
学
生
、
日
本
人
学
生
、
地
域
と
の
交
流
事
業
に
力
を
入
れ
て

い
る
。
他
に
、
留
学
生
の
た
め
の
宿
舎
を
安
定
確
保
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
た
指
定
宿
舎
事
業
、
学
生
の
た
め
の
体
験
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
、

学
生

の
目
線
に
立

っ
た
業
務
を
行
っ
て
い
る
。

当
支
部
の
特
色
と
し
て
首
都
圏
の
私
立
大
学
八
五
校
が
加
盟
す
る

「関
東
地
区
学
生
生
活
連
絡
協
議
会
」
（以
下
生
連
協
）
と
の
関
連
が
あ

る
。
「生
連
協
」
は
昭
和
二
四
年
、
都
下
四
六
大
学
と

（財
）
学
徒
援
護

会

（後
の
内
外
学
生
セ
ン
タ
ー
、
平
成

一
六
年
解
散
、

一
部
業
務
を

本
機
構
に
継
承
）
を
事
務
局
と
し
て
「学
生
ア
ル
バ
イ
ト
対
策
協
議
会
」

と
し
て
発
足
、
以
来
ア
ル
バ
イ
ト
に
留
ま
ら
ず
、
学
生
生
活
全
般
に

係
る
問
題
に
関
し
、
現
場
職
員
の
立
場
で
討
議
、
研
究
を
行
っ
て
き

た
。
近
年
、
特
に
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る

「学
生
相
談
」
に
関
し
、

新
た
な
方
向
性
を
目
指
す
会
員
校
の
中
か
ら
、
本
年
度
会
長
校
で
あ

る
関
東
学
院
大
学
の
取
組
に
つ
い
て
、
紹
介
し
た
い
。
担
当
の
学
生

生
活

課
課

長
補

佐
山

崎
浩

一
氏

に
説
明

を

い
た
だ

い
た
。

【経
緯

・
目
的

】
安

心
感

と
充

実
感

を
与

え

る
た

め

の
総

合
窓

ロ
ー
・

二

〇

〇
三
年

一
〇
月
、

学

長
方

針

で
あ

る

「
学
生

本

位

の
大

学

づ

く

り
」

を

支
援

す

る

た
め

、

学
生

サ

ー

ビ

ス

に
係

る
総

合

部
署

に

つ

い
て
検
討

す

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

が
発

足

し
た
。

プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

で
は
、

一
人

ひ
と

り

が
学

生

の
立

場

に

な
り

、

さ
ら

な

る
学

生

サ

ー
ビ

ス

の

内
容

に

つ
い
て
検

討

し
た

。

そ

し

て
、

た

ん
な

る
案

内

窓

口

（適

切

部
署

へ
の
振

分

）

で

は
な

く

、
よ

り

充
実

し
た

キ

ャ

ン
パ

ス

ラ
イ

フ

を
過

ご

す

た
め

の
サ
ポ

ー

ト
を

目

的

と

し
た

、
学

生

に
安

心

感

と
充

実

感

を

与
え

る
た

め

の
総

合
相

談

部

署
、

学

生
支

援

室

の
設

置

を
要

望

す

る
こ
と

に
し

た
。

一
方

、

二

〇
〇

三
年

度

か
ら

工

学
部

で
は

、
多

様

な

レ

ベ

ル

の
学

生

に
工
学

基

礎
科

目

（英

語
、

数

学

、
物

理
学

、

化

学

、
情

報

や

I

T

ス
キ

ル
、

生
物

学

な

ど

）

の
学

習
支

援

を
行

お

う

と

い
う

強

い
動

き

が

あ

っ
た

。

い
わ

ゆ
る
学

習

支
援

セ

ン
タ
ー

（
い
ず

れ
は

専

門
科

目

に
お

け

る
サ

ポ

ー
ト

も
含

む

）

構
想

で
あ

る
。

こ

こ

で
は

、
専

任

教

職
員

（ボ

ラ

ン
テ

ィ
ア
）
、
客

員

チ

ュ
ー

タ
ー
、

ア
シ

ス
タ

ン
ト
チ

ュ
ー

タ

ー
さ

ら

に
は

非

常
勤

講

師
ま

で
活

用

し

て
、
教

室

で
は
質

問

で
き

な

い
よ
う

な

こ
と

で
も

、

こ

の

セ

ン
タ

ー

で
な

ら
質

問

で
き

る

よ
う

な
雰

囲
気

を
作

っ
て
、
学
生

の
助

け

に
な

ろ
う

と
考

え
て

い
た
。

二

〇

〇
四
年

四
月

、
上

述

の
二

つ
の
流

れ
が

一
つ
に
な

り
、

関

東




